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 扶桑町議会議案第３９号 

 

 

   令和７年度扶桑町下水道事業会計予算 

 

 （総則） 

第１条 令和７年度扶桑町下水道事業会計の予算は次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）年間有収水量              １，２７８，７２０㎥ 

（２）主な建設改良 

①管渠建設改良費              ６１２，１７８千円 

②流域下水道建設費負担金           １３，６７２千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収     入 

 第１款 下水道事業収益             ４９５，３５８千円 

  第１項 営業収益               １４７，６０４千円 

  第２項 営業外収益              ３４７，７５４千円 

支     出 

 第１款 下水道事業費用             ４６６，０９５千円 

  第１項 営業費用               ４２６，６０８千円 

  第２項 営業外費用               ３９，４８７千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額

が資本的支出額に対し不足する額１２５，０３４千円は、過年度分消費税及

び地方消費税資本的収支調整額３２，１２３千円、減債積立金１２，０００

千円、過年度分損益勘定留保資金３０，７８８千円及び当年度分損益勘定留

保資金５０，１２３千円で補てんするものとする。）。 

収     入 

 第１款 資本的収入               ７０２，５４１千円 

  第１項 企業債                ２２８，３００千円 

  第２項 他会計出資金             ３１８，６７９千円 
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  第３項 他会計負担金              １１，５９２千円 

  第４項 国庫補助金              １１０，０００千円 

  第５項 分担金及び負担金            ３３，９７０千円 

支     出 

 第１款 資本的支出               ８２７，５７５千円 

  第１項 建設改良費              ６８１，４６６千円 

  第２項 企業債償還金             １４６，１０９千円 

 （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとお

りと定める。 

起債の 
目的 

限度額 
起債の
方法 

 
利   率 

 

 
償還の方法 

流 域 
下 水 道 
事 業 

     千円 
   

13,600 
 普 通 
貸 付 

4.0%以内（ただし
、利率見直し方式で
借り入れる政府資金
及び地方公共団体金
融機構資金について
利率の見直しを行っ
た後においては、当
該利率見直し後の利
率） 

 借入の日から据置期間
を含めて、40 年以内償
還。 
 ただし、財政の都合に
より据置期間及び償還期
限を短縮し、若しくは繰
上償還又は低利に借換え
ることができる。 

公 共 
下 水 道 
事 業 

214,700 

計 228,300 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 （一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円とする。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のと

おりと定める。 

（１）予定支出の各項の経費及び各項間の経費 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金

額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会

の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費                 ５２，２９９千円 

 （他会計からの補助金） 

第９条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１９６，４５７千円で

ある。 
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               令和 ７ 年 ３ 月 ３ 日提出 

 

                愛知県丹羽郡扶桑町長 鯖󠄀 瀬   武 

 

 

 

 



－   － 4 

令 和 ７ 年 度 扶 桑 町 下 水 道 

事 業 会 計 予 算 実 施 計 画 

 

収益的収入 

款 項 目 予定額(千円) 備考 

1 下水道事業   495,358  

収益 1 営業収益  147,604  

  1 下水道使用料 139,380  

  2 雨水処理負担金 8,027  

  3 その他の営業収益 197  

 2 営業外収益  347,754  

  1 他会計負担金 114,181  

  2 他会計補助金 62,657  

  3 長期前受金戻入 136,016  

  
4 消費税及び 

  地方消費税還付金 

 

31,812 

 

 

  5 資本費繰入収益 3,085  

  6 雑収益 3  

 

収益的支出 

款 項 目 予定額(千円) 備考 

1 下水道事業   466,095  

費用 1 営業費用  426,608  

  1 管渠費 23,121  

  2 総係費 29,663  

  3 流域下水道 

維持管理費 
136,642 

 

  4 減価償却費 237,112  

  5 資産減耗費 70  

 2 営業外費用  39,487  

  1 支払利息及び 

企業債取扱諸費 
39,372 

 

  2 雑支出 115  
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資本的収入 

款 項 目 予定額(千円) 備考 

1 資本的収入   702,541  

 1 企業債  228,300  

  1  企業債 228,300  

 2 他会計出資金  318,679  

  1  他会計出資金 318,679  

 3 他会計負担金  11,592  

  1  他会計負担金 11,592  

 4 国庫補助金  110,000  

  1  国庫補助金 110,000  

 5 分担金及び  33,970  

 負担金 1  分担金及び 

負担金 
33,970 

 

 

資本的支出 

款 項 目 予定額(千円) 備考 

1 資本的支出   827,575  

 1 建設改良費  681,466  

  1 管渠建設改良費  612,178  

  2 事務費 55,466  

  3 流域下水道 

建設費負担金 
13,672 

 

  4 返還金  150  

 2 企業債償還金  146,109  

  1 企業債償還金  146,109  

 



１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益（△は純損失）

固定資産減価償却費

固定資産除却費

引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

資本費繰入収益

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

利息の支払額

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

無形固定資産の取得による支出

国庫補助金等による収入

受益者負担金による収入

一般会計又は他の特別会計からの負担金による収入

受益者負担金返還金による支出

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債による収入

企業債の償還による支出

出資金による収入

資金増減額

資金期首残高

資金期末残高 406,761,646

34,657,000

372,104,646

△ 146,109,000

318,679,000

合計 400,870,000

228,300,000

11,592,000

△ 150,000

合計 △ 496,641,000

△ 12,430,000

100,000,000

30,882,000

△ 626,685,000
0

小計 169,800,000

△ 39,372,000

合計 130,428,000

△ 506,000

32,711,000

39,372,000

142,000

△ 136,016,000

△ 3,085,000

0

237,112,000

70,000

令和７年度扶桑町下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

（単位：円）
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１　総括（会計年度任用職員以外の職員）

職員数 報 酬 給 料 手　当 計 法定福利費 合 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)
( 0)

1
( 0)

6
( 0)

7
( 0)

1
( 0)

6
( 0)

7
( 0)

0
( 0)

0
( 0)

0

扶養手当 地域手当 通勤手当 特殊勤務手当 住居手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

801 1,600 466 1,023

471 738 354 621

330 862 112 402

時間外勤務手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 管理職員特別

(千円) (千円) (千円) (千円) 勤務手当(千円)

519 761 5,757 4,813

519 381 5,234 4,378

0 380 523 435

手当
の
内訳

区　分

本年度

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較

※　前年度の手当の期末手当及び勤勉手当には、翌年度６月期末手当及び勤勉手当のうち本年度発生額であ

※　会計年度任用職員として任用する職員は０人である。

※　(   )内は再任用短時間勤務職員数を外書きしたものである。

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　計

　る賞与引当金繰入額3,472千円が含まれる。

　る賞与引当金繰入額3,175千円が含まれる。

1,774 3,044 4,818 941 5,759

1,434 2,306 3,740 674 4,414

340 738 1,078 267 1,345

23,530 12,696 36,226 10,314 46,540

20,853 11,579 32,432 9,158 41,590

2,677 1,117 3,794 1,156 4,950

25,304 15,740 41,044 11,255 52,299

22,287 13,885 36,172 9,832 46,004

3,017 1,855 4,872 1,423 6,295

※　当年度の手当の期末手当及び勤勉手当には、翌年度６月期末手当及び勤勉手当のうち本年度発生額であ

給　　与　　費　　明　　細　　書

給 与 費

区　分

本
年
度

前
年
度

比
較
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増減額

(千円) (千円)

給 料 1,774

手 当 3,044 地域手当　　　　  694

期末手当　　　　  274

勤勉手当　　　　  246

令和

令和

　平均年齢　　　(歳)　　 35.1

　平均年齢　　　(歳)　　 37.2

　平均給料月額　(円) 278,200

６年１月１日現在 　平均給与月額　(円) 310,252

区 分 一般行政職 技能労務職

　平均給料月額　(円) 280,571

７年１月１日現在 　平均給与月額　(円) 317,238

３　給料及び職員手当の状況

（１）職員１人当たりの給与

平均昇給率 3.61%

その他の
増減分

制度改正に
伴う増減分

その他の
増減分

昇給に
伴う増加分

1,830

161

758

1,214

備　　　　　考

２　給料及び職員手当の増減額の明細

増減事由別内訳

給与改定の状況

本年度

4.41%給与改定率

給与改定の
実施時期

　令和6年4月1日

給与改定に
伴う増減分

855

区　分 説　　　　　明

－８－

級

１　級

２　級

３　級

４　級
現在

５　級

６　級

７　級

計

１　級

２　級

３　級

４　級
現在

５　級

６　級

７　級

計
※　(   )内は再任用短時間勤務職員数を外書きしたものである。
※　構成比については、小数点以下第２位を四捨五入しているため、個々の集計値の合計が１００％と
　ならない場合がある。

(      )

(       )

(  　 ) (  　　 )
7 100.0 計

(      )

(      )

(      )

(      )

(     )

(     ) (       ) (      )

(     ) (       )

(       ) (      )(      )

28.6
(      )(      )

(      )(      )

(      ) (      )

(      )

(     ) (       ) (      )

(      )
1 14.3

(     ) (       )

(      )

(      )

2 28.6 ３　級

計
(     )

(     )

１　級

7 100.0

(       )(     )

2

1 14.3

1 14.3 ４　級令和６年１月１日

(     ) (       )

(     ) (      )

(      )

(      )(     ) (       ) (      )

(     ) (       ) (      ) (      )

(     ) (       )
令和７年１月１日

(      )

1 14.3

４　級2 28.6

２　級

(       )

1 14.3 ３　級
(      ) (      )(       )(     )

3 42.9 １　級

0.0
(      ) (      )(     ) (       )

( 　　  ) (      )(      )
２　級

(人) (％)
区　　　分 職員数 構成比 級 職員数 構成比

(人) (％)

（２）初　任　給 (令和７年１月１日現在)

技能労務職　(円)

一般行政職 技能労務職 一般会計の制度

区　分 (円) (円) 一般行政職　(円)

－高校卒 188,000 185,700 188,000

一般行政職 技能労務職

（３）級　別　職　員　数

大学卒 220,000 220,000
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【級別の標準的な職務内容】

 (1) 主事補・技師補の職務

 (2) 主事・技師の職務

２級  高度の知識又は経験を必要とする業務を行う主事・技師の職務

３級  主査の職務

４級  統括主査の職務

５級  主幹の職務

６級  課長の職務

７級  部長の職務

１級  定型的業務を行う職務

２級  機器の運転操作、その他の庁務を行う職務

３級  技能又は経験を必要とする機器の運転操作、その他の庁務を行う職務

４級  高度の技能又は経験を必要とする機器の運転操作、その他の庁務を行う職務

（４）昇給

本 ２号給(人)

年 ３号給(人)

度 ４号給(人)

前

年 ２号給(人)

度 ３号給(人)

４号給(人)

　比　　        率　　(B)／(A) 　(％) 100.0 100.0

号給数別内訳

2 2

100.0 100.0

7 7

号給数別内訳

　職　 　員　 　数　  (A)　　　　(人)       7 7

　昇給に係る職員数　　(B)　　　　(人)　　 7 7

　比　　　　　　率　　(B)／(A)　 (％)

5 5

一
　
般
　
行
　
政
　
職

合　　計 一般行政職 技能労務職

代　表　的　な　職　種

１級

技
能
労
務
職

区　　　　　　分

7 7

　職　 　員　 　数　　(A)　　　 (人)       7 7

　昇給に係る職員数  　(B)　　 　(人)　　

－10－

（５）期末手当 ・ 勤勉手当

有

有

有

※　(   )内は再任用職員の支給率である。

（６）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

最高

限度

（７）その他の手当

国の制度
(支給率等)

(３％～４５％加算)

地　域　手　当 同　じ

定年前早期退職

24.586875 33.270750 47.709000 47.709000 特　例　措　置

差異の内容

住　居　手　当

通　勤　手　当

同　じ

同　じ

同　じ

国の制度との異同

扶　養　手　当

区　　　　　分

24.586875

２０年

支給率等

備考

定年前早期退職

特　例　措　置

勤続の者

(月分)

区　分 勤続の者

(月分)

区　　分

本 年 度

支給期別支給率

前 年 度

国 の 制 度

2.3002.300

2.2502.250

(1.200)

2.300 2.300

(1.200)

職制上の段階、

職務の級等による

加 算 措 置

備　考

(月分)

１２月

(月分)

６月

(月分)

支給率計

4.600

47.709000

３５年

4.500

(2.400)

4.600

２５年

勤続の者

(月分)

33.270750

(３％～４５％加算)

(月分)

その他の

加算措置等

47.709000
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（単位：円）

１

(1) 下 水 道 使 用 料 122,243,000

(2) 雨 水 処 理 負 担 金 7,793,000

(3) そ の 他 営 業 収 益 260,000 130,296,000

２

(1) 管 渠 費 23,643,000

(2) 総 係 費 27,856,000

(3) 流域下水道維持管理費 124,665,000

(4) 減 価 償 却 費 239,377,000

(5) 資 産 減 耗 費 1,511,000 417,052,000

286,756,000

３

(1) 他 会 計 負 担 金 127,642,000

(2) 他 会 計 補 助 金 58,133,000

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 136,980,000

(4) 資 本 費 繰 入 収 益 3,085,000

(5) 雑 収 益 3,000 325,843,000

４

(1)
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

38,349,000

(2) 雑 支 出 738,000 39,087,000 286,756,000

0

５

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益 0

(2) そ の 他 特 別 利 益 0 0

6

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 0

(2) そ の 他 特 別 損 失 0 0 0

令和６年度扶桑町下水道事業会計予定損益計算書

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

営　　業　　収　　益

営　　業　　費　　用

営　　 業 　　損 　　失

営　 業　 外　 収　 益

営　 業　 外　 費　 用

経　 　常　 　利　 　益

特　　別　　利　　益

特　　別　　損　　失

当 年 度 純 利 益 0

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 4,493,257

その他未処分利益剰余金変動額 0

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 4,493,257

－ 12 －

（単位：円）

9,473,939,768

△ 1,129,388,645 8,344,551,123

78,951,283

△ 37,838,107 41,113,176

758,800

△ 430,680 328,120

0

8,385,992,419

558,751,488

558,751,488

8,944,743,907

372,104,646

55,060,000

貸倒引当金 △ 27,000 55,033,000

427,137,646

9,371,881,553

令和６年度扶桑町下水道事業会計予定貸借対照表

（令和7年3月31日）

資　　　産　　　の　　　部

1 固定資産

(1) 有形固定資産

ア 構  築  物

減価償却累計額

イ 機械及び装置

減価償却累計額

ウ 工具器具及び備品

減価償却累計額

エ 建設仮勘定

有形固定資産合計

(2) 無形固定資産

ア 施設利用権

無形固定資産合計

固定資産合計

2 流動資産

(1) 現金預金

(2) 未収金

流動資産合計

資産合計

－ 13 －



2,959,266,830

固定負債合計 2,959,266,830

146,108,257

266,255,000

3,318,000

引当金合計 3,318,000

415,681,257

2,281,412,828

収益化累計額 △ 293,047,228 1,988,365,600

13,056,916

収益化累計額 △ 2,077,555 10,979,361

2,228,854,779

収益化累計額 △ 411,242,721 1,817,612,058

16,214,928

収益化累計額 △ 1,549,579 14,665,349

659,081,887

収益化累計額 △ 77,316,361 581,765,526

繰延収益合計 4,413,387,894

7,788,335,981

負　　　債　　　の　　　部

3 固定負債

(1) 企業債

4 流動負債

(1) 企業債

(2) 未払金

(3) 引当金

ア 賞与引当金

流動負債合計

5 繰延収益

ア 国庫補助金長期前受金

イ 県補助金長期前受金

ウ 他会計補助金長期前受金

エ 受贈財産評価額長期前受金

オ 受益者負担金長期前受金

負債合計

－ 14 －

224,051,070

1,315,904,000

3,000,000

1,542,955,070

1,542,955,070

剰余金

利益剰余金

ア 減債積立金 11,000,000

イ 29,590,502

利益剰余金 40,590,502

剰余金合計 40,590,502

資本合計 1,583,545,572

負債資本合計 9,371,881,553

資　　　本　　　の　　　部

6 資本金

(1) 自己資本金

ア 固有資本金

イ 出資金

ウ 組入資本金

自己資本金合計

資本金合計

7

(1)

当年度未処分利益剰余金

－ 15 －



（単位：円）

10,100,624,768

△ 1,338,748,645 8,761,876,123

77,566,577

△ 42,027,401 35,539,176

758,800

△ 521,680 237,120

0

8,797,652,419

549,024,488

549,024,488

9,346,676,907

406,761,646

55,566,000

貸倒引当金 △ 15,000 55,551,000

462,312,646

9,808,989,553

令和７年度扶桑町下水道事業会計予定貸借対照表

（令和8年3月31日）

資　　　産　　　の　　　部

1 固定資産

(1) 有形固定資産

ア 構  築  物

減価償却累計額

イ 機械及び装置

減価償却累計額

ウ 工具器具及び備品

減価償却累計額

エ 建設仮勘定

有形固定資産合計

(2) 無形固定資産

ア 施設利用権

無形固定資産合計

固定資産合計

2 流動資産

(1) 現金預金

(2) 未収金

流動資産合計

資産合計

－ 16 －

3,032,887,194

固定負債合計 3,032,887,194

154,678,893

298,966,000

3,472,000

引当金合計 3,472,000

457,116,893

2,381,000,506

収益化累計額 △ 345,724,906 2,035,275,600

13,056,916

収益化累計額 △ 2,423,555 10,633,361

2,236,790,157

収益化累計額 △ 479,170,099 1,757,620,058

16,214,928

収益化累計額 △ 1,853,579 14,361,349

689,963,887

収益化累計額 △ 91,093,361 598,870,526

繰延収益合計 4,416,760,894

7,906,764,981

負　　　債　　　の　　　部

3 固定負債

(1) 企業債

4 流動負債

(1) 企業債

(2) 未払金

(3) 引当金

ア 賞与引当金

流動負債合計

5 繰延収益

ア 国庫補助金長期前受金

イ 県補助金長期前受金

ウ 他会計補助金長期前受金

エ 受贈財産評価額長期前受金

オ 受益者負担金長期前受金

負債合計

－ 17 －



224,051,070

1,634,583,000

3,000,000

1,861,634,070

1,861,634,070

剰余金

利益剰余金

ア 減債積立金 0

イ 40,590,502

利益剰余金 40,590,502

剰余金合計 40,590,502

資本合計 1,902,224,572

負債資本合計 9,808,989,553

資　　　本　　　の　　　部

6 資本金

(1) 自己資本金

ア 固有資本金

イ 出資金

ウ 組入資本金

自己資本金合計

資本金合計

7

(1)

当年度未処分利益剰余金

－ 18 －
－ 19 － 

注記 

 １ 重要な会計方針 

  令和元年度より地方公営企業法を一部適用し、地方公営企業会計基準による財務諸表を作

成している。 

 

 （１）固定資産の減価償却方法 

   ア 有形固定資産 

     ・減価償却の方法  定額法 

     ・主な耐用年数 

      構築物        50 年 

      機械及び装置     10～20 年 

      工具器具及び備品    5 年 

   イ 無形固定資産 

     ・減価償却の方法  定額法 

     ・主な耐用年数 

      施設利用権      45 年 

 

 （２）引当金の計上方法 

   ア 退職給付引当金 

     愛知県市町村職員退職手当組合に加入し、毎事業年度支払う一定の負担金のみを下

水道事業が負担しており、積立金の不足等に応じて発生する追加的な費用負担を全て

一般会計が負担することとしているため退職給付引当金は計上していない。 

   イ 賞与引当金 

     職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、本年度末における支給見込額に

基づき、本年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。 

   ウ 貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、債権回収の可能性を検討し、回収不能見

込額を計上している。 

 

 （３）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

   ア 消費税及び地方消費税の会計処理  

     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

    

 

 ２ 予定貸借対照表等関連 

 

（１） 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以

内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は、２，６００，

３０３千円である。 



 

令 和 ７ 年 度

扶 桑 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算 に 関 す る 資 料 綴
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別紙１

収益的収入

（１）款１　項１　目３　節 手数料 千円

排水設備指定工事店指定手数料 197

収益的支出

（２）款１　項１　目１　節 委託料 千円

下水道台帳更新委託料 5,170

マンホールポンプ保守点検委託料 3,410

水質検査委託料 354

排水路維持管理業務委託料（雨水） 6,406

下水道管渠施設調査業務委託料 2,534

（３）款１　項１　目２　節 委託料 千円

汚水処理委託料 1,449

下水道使用料徴収事務委託料 13,001

下水道使用料システム保守委託料 123

下水道会計システム保守委託料 761

排水設備指定業者登録事務委託料 106

下水道受益者負担金システム標準化対応委託料 2,475

（４）款１　項１　目２　節 使用料及び賃借料 千円

有料道路通行料及び駐車場使用料 20

下水道台帳システム機器等借上料 225

口座決済システム使用料 61

下水道会計システム機器等借上料 1,926

（５）款１　項１　目２　節 負担金 千円

0001 負担金

下水道事業電気等利用負担金 1,190

共同発注業務負担金 32

0002 会費負担金

研修会等参加負担金 349

五条川右岸流域下水道推進協議会負担金 28

日本下水道協会負担金 78

中部地方下水道協会負担金 11

愛知県下水道協会負担金 5

全国町村下水道推進協議会愛知県支部負担金 24

千円

千円

千円

千円

17,915

千円

千円

千円

千円

2,232

千円

千円

千円

1,717

千円

千円

千円

千円

千円

千円

197

千円

17,874

千円

千円

千円

千円

千円

千円
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別紙２

資本的収入

（１）款１　項１　目１　節 企業債 千円

流域下水道事業債 13,600

公共下水道事業債 214,700

資本的支出

（２）款１　項１　目１　節 委託料 千円

公共下水道実施設計等業務委託料 54,164

測量標保全委託料 2,178

下水道設計単価提供業務委託料 638

地下埋設管試掘調査業務委託料 1,100

（３）款１　項１　目１　節 補償費 千円

地下埋設物等移転負担金 163,550

（４）款１　項１　目１　節 工事請負費 千円

公共下水道工事費 363,986

公共汚水ます等設置工事費 26,562

（５）款１　項１　目２　節 委託料 千円

下水道受益者負担金プログラム保守委託料 550

（６）款１　項１　目２　節 使用料及び賃借料 千円

下水道受益者負担金システム機器等借上料 2,258

（７）款１　項１　目２　節 負担金 千円

積算システム利用料負担金 145

58,080

千円

千円

千円

163,550

千円

千円

390,548

千円

550

228,300

千円

千円

145

千円

2,258

千円

千円

千円
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